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下関市議会の議員定数等に関する 

市民アンケート実施のお願い 
 

下関市議会では、特別委員会を設置し、議員定数のあり方などについて検討し

ています。 

市民の皆様のご意見を参考にするためのアンケートに是非ともご協力をお願

いします。 

１． 実施期間 令和３年１０月１日～１０月３１日（提出締切 10 月 31 日必着） 

 

２． 実施方法 １８歳以上の方（1,000名を無作為抽出）及び各種団体 

 

３． 回答方法 別添のアンケートに御記入のうえ、同封の返信用封筒により 

     御投函ください。  

４． 参考情報 

◆類似都市（人口が 20万人～30万人の中核市）、県内都市の状況 

  令和 3年 9月 17日調査時点 

類似都市 人口 

（人） 

面積※1 

（ｋ㎡） 

議員定数 

（人） 

議員 1 人当たり

人口（人） 

議員報酬 

（円/月額） 

政務活動費※2 

（円/月額） 

下関市 255,066 716 34 7,502 545,000 50,000 

函館市 249,197 678 27 9,230 510,000 45,000 

青森市 276,003 825 35(32) ※3 7,886(8,625) 580,000 90,000 

盛岡市 285,813 886 38 7,521 617,000 50,000 

福島市 274,143 768 35 7,833 599,000 100,000 

福井市 260,195 536 32 8,131 630,000 150,000 

松江市 199,793 573 34 5,876 475,000  25,000(個人) 

15,000(会派) 

呉市 214,602 353 32 6,706 550,000 50,000 

佐世保市 240,704 426 33 7,294 563,000 50,000 

 

県内都市 人口 

（人） 

面積※1 

（ｋ㎡） 

議員定数 

（人） 

議員 1 人当たり

人口（人） 

議員報酬 

（円/月額） 

政務活動費※2 

（円/月額） 

宇部市 162,128 287 28 5,790 470,000 20,000 

山口市 189,939 1,023 34 5,586 449,000 30,000 

周南市 140,013 656 30 4,667 445,000 25,000 

岩国市 130,755 874 30(28) ※3 4359(4,670) 440,000 30,000 

【出典：各市ホームページ】 

※１ 面積については小数点以下四捨五入 

※2 政務活動費とは、市政に関する調査研究や市民に対する広報活動等のために交付されるもの 

（下関市議会では１人当たり月額５万円を会派（１人会派含む）に交付し、使われなかったものについては返還しています。） 

※３ 議員定数（ ）内の数字は、次回の市会議員選挙から変更予定となっているもの 
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 ◆下関市議会における議会改革の取り組み 

 

年 内   容 

平成 17 年 ・政務調査費に係る収支報告書への領収書の添付義務付け 

（議員提案により条例改正） 

平成 19 年 ・正副議長選挙における立候補制の採用 

・委員会記録のインターネット公開 

  平成 13年 5月に開始したインターネット上での本会議の会議録公開に、

常任委員会及び特別委員会の委員会記録を追加 

平成 21 年 ・議会改革に関する調査特別委員会の設置 

  議員定数の見直し ４人減（38人→34人） 

  費用弁償の見直し 

平成 24 年 ・下関市議会基本条例・下関市議員政治倫理条例の制定 

・議案等に対する各議員の賛否の状況の公開 

・委員会記録のインターネット公開の拡充（議会運営委員会を追加） 

・議案のホームページ上での公開 

平成 25 年 ・政務調査費収支報告書及び政務活動費の手引きのホームページへの公表 

平成 26 年 ・議会の本庁舎新館移転（２月）に伴う、傍聴者用設備の新設・追加 

・インターネットライブ・録画中継の拡充 

・委員会の議事日程案のホームページ上での事前公開 

・一般質問の質問順位等のホームページ上での事前公開 

・電子表決システムの導入 

平成 29 年 ・領収書を含めた政務活動費収支報告書のホームページへの公表 

・タブレット端末等の本会議・委員会等への持ち込み及び使用に係る試行

の開始 

平成 30 年 ・下関市議会業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

・タブレット端末等の本会議・委員会等への持ち込み及び使用の開始 

・タブレット端末を利用した一般質問の試行を開始 

令和 2 年 ・下関市議会業務継続計画（ＢＣＰ）に基づく安否確認訓練を実施 

・一般質問等におけるタブレット端末使用に係る取扱要綱の制定 

・議員の通称使用についての取り扱いを追加 

 

※下関市議会は、早稲田大学マニフェスト研究所 議会改革調査部会が全国都道府県議会及び  

市区町村議会を対象に調査した「議会改革度調査 2020」で、中核市（61 市回答／62 市）

の市議会の中で第９位、中国地方の県・市町村議会の中で第８位にランキングされています。 

 


